
第３号議案 

(法第 28 条第 1項関係様式) 

平成２８年度事業計画 

(平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日) 

特定非営利活動法人 みやざき教育支援協議会 

事業活動方針 

情報化・グローバル化等が急速に進展するなかでグローバル人材の育成が急務となり、「教育の

情報化ビジョン」(H23.4)を基に、教育の ICT 化が推進（実証事業「学びのイノベーション事業」

(H23～25 年度)の実施）されてきました。ただ、ICT 教育環境の整備は先進国に比べて遅れており、

国内においても ICT 教育環境の整備や教員の ICT 活用指導力に地域間格差が生じています。 

次期学習指導要領改訂では、情報教育分野においてプログラミングと情報セキュリティの充実

が提言され、指導者の育成が急務となっています。しかし、2014 年経済協力開発機構（OECD）が

公表した「国際教員指導環境調査」では、日本の教員の忙しさは参加 34カ国・地域中最も長いこ

とが明らかにされています。部活動の指導や事務作業など、授業以外に多くの時間を割かざるを

得ず、自己評価が他国・地域より低い傾向を示しています。 

一方、「子どもの貧困」については、宮崎県内では 5人に 1人が貧困世帯といわれ、子ども・若

者の学習支援が喫緊の課題となっています。昨年度、独立行政法人福祉医療機構の助成金を受け

て学習支援に取り組みましたが、その継続も求められています。 

そのようななかで、事業活動においては調査研究事業を強化し、現場実態を明らかにしていき

ます。「教育 ICT 研修会」は参加者が減少傾向にあることから、初心にもどり、会員が楽しめる研

修を検討していきます。また、県外で行われる情報教育セミナー等の研修会に会員を派遣し、全

国の情報を共有します。Eラーニングの効果実証研究については、継続して「ユニバーサル数学」

を提供し、県内の中高校生に 6月末をめどにモデリングの結果をまとめます。 

教育支援事業については、委託事業としての宮崎大宮高等学校 ICT 支援員派遣は、財政事情の

変化により、本年度中に終了することになります。今後は単発的な支援を行っていきます。事務

処理システム「スクールプロ」のサポートは、次期バージョンアップに向けてのヒアリングや現

場サポート、学校事務職員協会の実務研修会への講師派遣、さらに義務制諸学校や県外展開を見

据えてカスタマイズやサポートなどの協議を連携する㈱九州ジェービーエーと行っていきます。 

福祉教育の一環として、障がい者の就労、自立支援を目的に「楽々Web 工房」を運営します。

学校や研究・福祉団体の Web サイト作成を受託していきます。また、生活困窮世帯への学習支援

として「MESC 倶楽部塾」を継続していきます。昨年の反省から、まず、併設する宮崎県ボランテ

ィア協会の事務局を居場所づくりとして充実させていきます。 

地域・学校への教育支援が本法人の大きなミッションです。ただ、ニーズに対して動ける会員

がまだ少なく、その活動を制限せざるを得ない実態にあります。事業内容を整理し、他のボラン

ティア団体とも連携しながら教育支援、学習支援に取り組んでいきます。 



第３号議案 

事業内容 

（１）特定非営利活動に係る事業 

① 教育の情報化を図る調査研究活動 

ア 教育 ICT 研修会 

 実施時期 平成 28年 5月 29 日（日）14:30～16:30 

 場 所  宮崎県福祉総合センター 

 内 容  中年 ICT オタク 私の趣味「こんなことやってるよ」 

イ 県外教育 ICT セミナーなどへの派遣 

 実施時期 平成２８年４月～平成２９年３月 

 対  象 会員若干名 

 内  容 情報教育担当教職員全国セミナーなど 

ウ eラーニング教材の無償提供による効果実証研究 

 実施時期 平成２８年４月～平成２８年８月 

 対  象 県内中高生 50人 

 実施内容 「ユニバーサル数学」無償貸与 

教育現場の情報化を支援する活動 

  ア ICT 支援員派遣、スクールプロサポーター派遣 

 実施時期 平成２８年４月～平成２９年３月 

 対  象 宮崎大宮高等学校、県内公立学校 

 実施内容 授業支援、校務支援、蔵書点検 

イ Web サイト作成支援「楽々web 工房」 

 実施時期 平成２８年６月～平成２９年３月 

 対  象 学校、研究団体、一般企業 

 実施内容 精神障がい者の就労、自立支援 

ウ 生活困窮世帯への学習支援「MESC 倶楽部塾」 

 実施時期 平成２８年４月～平成２９年３月 

 対  象 宮崎市内中高校生、若者 

 実施内容 e ラーニングを使った学習支援 

文化交流活動 

ア 広報活動 

 実施時期 年２回程度 

 実施内容 情報誌「メスカジャーナル」の発行 

 配布対象 県内高校、大学、企業、教育委員会など 

 

（２）その他の事業 

ア JICA 普及実証事業（コンサルタント） 

 実施時期 平成２８年６月～平成２９年３月 

 対  象 バングラデシュ国 

 実施内容 e ラーニング教材の市場調査など 


